
 

様式第３号（業務経歴証明書）の作成⽅法（捕捉） 
 

本証 明書 は 、応 募資 格 とし て必 要 な業 務経 験 が５ 年以 上 の業 務経 歴 につ いて 、 法⼈ 格を 持 った
第三 者に 証 明し ても ら うも ので す ので 、以 下 の点 に留 意 し、様式第３号を作 成 して くだ さ い。  
 
（１）松 ・ 松林 保護 等 の実 務等 に 従事 した 期 間５ 年間 以 上の 従事 期 間の 業務 内 容を 記⼊ し 、当 該

従 事期 間 に つ いて 、 証 明 権限 を 有 す る者 か ら 証 明を 受 け て くだ さ い 。 なお 、 ⼀ 勤 務先 で ５年
に満 たな い 場合 は、勤 務先 ごと に 別紙 とし（ 様式 第 2 号 をコ ピー し て使 ⽤く だ さい ）、通 算５
年分 以上 の 証明 書と し て提 出し て くだ さい 。  

注）「特例に該当する応募者（イ）樹⽊医補」は 、認 定 後 の 1 年間 を記 ⼊し て くだ さい 。  
「特例に該当する応募者（ウ）研修会等修了者」は、 研 修会 等の 受 講の 前後 を 問わ ず 1 年
間を 記⼊ し てく ださ い 。  

 
（２）証 明 権限 を有 す る者 とは 、 以下 に⽰ す とお りで す 。  
 

業務 経歴  証明 者  
法⼈ 格を 有 する 会社 （ 株式 会社 、 有限 会
社）  ・代 表権 を 有す る者  

法⼈ 格を 有 さな い会 社 （個 ⼈経 営 、⾃ 営
業）  

・所 属団 体 、取 引先 （ 法⼈ ）等 の 代表 者な ど  
・法⼈格を有しない個⼈経営・⾃営業者の代表
者 の 証 明 は 認 め ら れ ま せ ん の で 注 意 し て く だ
さい。 

組合 職員 （ 森林 組合 、 造園 組合 ） 等  ・組 合⻑ な ど  
国、 地⽅ 公 共団 体等  ・局 ⻑、 部 ⻑、 所⻑ 、 場⻑ など  
団体 職員 （ 社団 法⼈ 、 財団 法⼈ ） 等  ・事 務局 ⻑ 、会 ⻑、 理 事⻑ など  
⼤学 院等 で の研 究経 歴  ・学 部⻑ 、 学科 ⻑、 校 ⻑、 指導 教 員な ど  

 
（３）講習会申込者が法⼈の代表者である場合は 、法 ⼈ の代 表者 と して 、本 ⼈ ⾃⾝ を証 明 して く

ださ い。  
 
（４）講習会申込者が個⼈経営所属・個⼈事業主である場合は、 法 ⼈格 を持 っ た所 属団 体 、取 引

先、 過去 に 所属 した 職 場等 から の 証明 を受 け てく ださ い 。  
 
（５）⼤ 学 院に おけ る 研究 経歴 に つい ては 、様式第３号に⼤ 学院 で の研 究内 容 を記 ⼊し 、 記⼊ し

た事 項に つ いて 学部 ⻑ 、学 科⻑ 、 校⻑ 、指 導 教員 等の 証 明を 受け て くだ さい 。  
 



 

（６）業務経歴証明書の考え⽅ 
基本 的に 、 業務 経歴 証 明書 は、 特 例に 該当 す る応 募者 を 除き 、５ 年 間の 業務 経 歴を 証明 す る

もの です の で、 場合 に よっ ては 複 数社 の証 明 を得 る必 要 があ りま す 。  
以下 の図 表 に、 複数 の ケー スを 例 ⽰し てお り ます ので 、 ご⾃ ⾝が ど のケ ース に 該当 する か 、

証明 書が 何 通必 要な の かを ご確 認 くだ さい 。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ケース１ ⇒ 法⼈格のあるＡ社に５年間在籍しておりますので、Ａ社から証明を受けてくだ
さい。  

ケース２ 

⇒ 法 ⼈ 格 の あ る Ａ 社 と Ｂ 社 の 業 務 経 歴 を 合 計 し な け れ ば ５ 年 以 上 と な り ま せ ん
の で 、Ａ社とＢ社の両社から証明を受けてください。  
※ た だ し 、 Ａ 社 と Ｂ 社 に 業 務 上 の 取 引 関 係 が あ っ た り 、 あ る い は ど ち ら か が ⼦
会 社 等 で 、Ａ 社 が Ｂ 社（ or Ｂ 社 が Ａ 社 ）で の 申 請 者 の 業 務 経 験 を 含 め て 証 明 可
能 で あ れ ば 、 ど ち ら か の ⼀ 社 の 証 明 で も 結 構 で す 。  

ケース３ 

⇒ Ａ 社 とＢ 社の 業 務経 歴を 合 計し なけ れ ば５ 年以 上 とな りま せ んの で、 両 社 の
証明 が 必要 です 。 た だ し Ａ 社 は 個 ⼈ 経 営 と な り ま す の で 、 Ａ 社 に お け る 業 務 経
験 を 、 法 ⼈ 格 を 持 っ た 第 三 者 か ら 証 明 を 受 け る 必 要 が あ り ま す 。  
※ た だ し 、 Ａ 社 と Ｂ 社 に 業 務 上 の 取 引 関 係 が あ り 、 Ｂ 社 が 申 請 者 の Ａ 社 で の 業
務 経 験 を 含 め て 証 明 可 能 な 場 合 は 、 Ｂ 社 の 証 明 だ け で も 結 構 で す 。  

ケース４ 

⇒Ａ社とＢ社の業務経歴を合計しなければ 7 年以上となりませんので、両社の
証明 が 必要 です 。 た だ し Ｂ 社 は 個 ⼈ 経 営 と な り ま す の で 、 Ｂ 社 に お け る 業 務 経
験 を 、 法 ⼈ 格 を 持 っ た 第 三 者 か ら 証 明 を 受 け る 必 要 が あ り ま す 。  
※ た だ し 、 Ａ 社 と Ｂ 社 に 業 務 上 の 取 引 関 係 が あ り 、 Ａ 社 が 申 請 者 の Ｂ 社 で の 業
務 経 験 を 含 め て 証 明 可 能 な 場 合 は 、 Ａ 社 の 証 明 だ け で も 結 構 で す 。  

ケース５ ⇒ Ａ 社 に５ 年間 在 籍し てお り ます が、 個 ⼈経 営と な りま すの で 、法 ⼈格 を 持 っ
た第三者から証明を受ける必要があります。  

Ａ社 
（法⼈格あり）

Ｂ社 
（法⼈格あり）

Ａ社 
（個⼈経営） 

Ｂ社 
（法⼈格あり）

Ａ社 
（法⼈格あり）

Ｂ社 
（個⼈経営） 

Ａ社 
（法⼈格あり） 

Ａ社 
（個⼈経営） 

合 計 ５ 年  
２ 年 在 籍       ３ 年 在 籍  

ケ ー ス

ケ ー ス

ケ ー ス

ケ ー ス

ケ ー ス
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（７）講習会申込者が、海外の会社、既に現存しない会社等の事情で証明を受けることが困難な
場合は 、 当 該会 社 等 に 在籍 し て い た当 時 の 役 員等 の 証 明 をも っ て 代 える こ と が でき ま す 。こ
の場 合 に は 、様式第３号の 他 、 証 明者 の 現 職 ・現 住 所 を 明記 し 、 当 該会 社 に お いて 当 時 役員
等の 地位 に あっ た旨 の宣誓書を 添 付し てく だ さい 。  

宣誓 書の 内 容は 、証明 者が「 既に 現存 しな い 会社 に在 籍 して いた こ と 」や 、「 当時 確か に そ
の会 社が 現 存し てい た こと 」、「確 かに 当該 会 社に おい て 受験 者と な る者 を雇 ⽤ して いた こ と」
など を証 明 する もの で す。  

 
【宣誓書の記載例】 

松保護⼠受験者が「松葉 太郎」⽒で、証明者が「⾃然 雄⼤」⽒の場合 
下の 例は 、 当時 、⾃ 然 雄⼤ ⽒が 在 籍し てい た 「株 式会 社 ⽇本 緑化 セ ンタ ー」 に おい て、 平

成 23 年 4 ⽉か ら平 成 28 年 3 ⽉に かけ て 、松 葉太 郎 ⽒を 確か に 雇⽤ して い たこ とを 証 明す る
内容 にな り ます 。  

なお 、こ の 例で は、 現 在、 ⾃然 雄 ⼤⽒ は「（ ⼀社 ）⽇ 本 緑化 協会 」 に所 属し て おり ます が 、
例え ば、 す でに 引退 さ れて いる 者 に証 明を 依 頼す る場 合 は、 所属 は 記載 せず に ⾃宅 の住 所 だ
けを 記載 い ただ くこ と とな りま す 。  

 
 

 
宣 誓 書 

 
記  

 
当 時 在 籍 し て い た 会 社 名：株 式 会 社 ⽇ 本 緑 化 セ ン

タ ー  
当 時 の 役 職 ： 緑 化 技 術 部 ⻑  
役 職 の 期 間 ： 平 成 20 年 〜 平 成 30 年  

 
平 成 23 年 4 ⽉ か ら 平 成 28 年 3 ⽉ に か け て「 松 葉  

太 郎 」⽒ を 確 か に 雇 ⽤ し て お り ま し た 。私 は 本 記 載
が 事 実 に 相 違 な い こ と を 宣 誓 し ま す 。  

 
令 和 4 年 5 ⽉ 1 ⽇   

〒 107-0052 東 京 都 港 区 ⾚ 坂 1-9-13  
（ ⼀ 社 ） ⽇ 本 緑 化 協 会   

⾃ 然  雄 ⼤  印   
（ 様 式 第 ３ 号 の 証 明 者 ・ 証 明 印 と 同 ⼀ と な り ま す

↑ ）  
 

 
宣誓書のイメージ 

 


